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 5 
東京大学教養学部社会科学科ではじまった社会科学の学融合のうち、学生・大学院生・
助手として東京大学で、また、講師として赴任して以降筑波大学で平山が学び、従事して
きた学融合研究の梗概は以上のようにまとめることができる（以上で触れていない平山や
その他の人々の関連著書や関連論文も少なからずある）。 
その特徴としては、1970 年初頭までの新古典派経済学を支配してきた方法論的個人主
義・演繹主義・実証主義の限界をふまえて、人間社会の最もありふれたあり方を基盤とし
て経済学をはじめとする諸社会科学を融合させることによって、従来の社会科学を支配し
てきた欧米中心主義的な発想を相対化し、中国文明のみならず仏教やキリスト教の影響を
受けて形成された日本の伝統もふまえて、世界の諸文明や諸社会の共存と相互理解とを促
進するような社会科学を確立しようとするものであると概括することができ、学融合初期
に提示された西部の構造主義的記号論や村上・佐藤・公文の集団主義的イエ社会論を批判
して言語ゲーム的な基礎論・イエ社会論に代えつつ成果を挙げ、今後のさらなる発展を期
待することができる。 
 
東京大学における社会科学の学融合は、その揺籃の地である教養学部における採用人事
に伴う混乱のため、そこでは村上・西部の業績を継承・批判・発展させることが困難にな
り、東京大学では新領域創成科学研究科において柳田らによって主に担われるようになっ
た。 
 
社会科学の学融合に限らず、大学において学問の自由が研究者に保障されるための最低
限の条件は、学内の諸規則を遵守した採用や昇進の人事が行われることであり、人事を巡
って規則違反が存在したかどうかという問題は、それより一般的な、学問の自由の侵犯が
あったかどうかという問題の根幹にかかわる。 
この点に関して柳田が東京大学に疑義を呈して民事訴訟に至ったのであるから、裁判所
は規則違反の存否について徹底した真相究明を行うべきである。日本における学問の自由
の最終的な拠り所である最高裁判所において、日本を代表する大学を巡るこの訴訟につい
て真相究明を回避するような決定が行われたならば、日本の多くの大学において人事を巡
る学内規則違反が大目にみられる傾向が助長され、学問の自由が侵犯される事態が多発す
るようになるのではないかと危惧される。 
 
以上。 
 
